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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第59期中及び第59期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載し

ておりません。また、第60期中、第60期及び第61期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益につい

ては、１株当たり中間(当期)純損失を計上しており、潜在株式もないため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に平均雇用人員(１日８時間換算)を外数で記載しており

ます。 

４ 純資産額の算定にあたり、第60期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期

会計期間

自 平成17年 
  ２月21日 
至 平成17年 
  ８月20日

自 平成18年
  ２月21日 
至 平成18年 
  ８月20日

自 平成19年
  ２月21日 
至 平成19年 
  ８月20日

自 平成17年 
  ２月21日 
至 平成18年 
  ２月20日

自 平成18年
  ２月21日 
至 平成19年 
  ２月20日

売上高 (百万円) 73,448 71,467 72,294 145,881 142,157

経常利益 (百万円) 1,233 174 21 2,155 125

中間(当期)純利益 
又は中間(当期)純損失
(△)

(百万円) 613 △1,563 △222 1,025 △3,151

純資産額 (百万円) 20,782 19,307 16,917 21,083 17,497

総資産額 (百万円) 54,474 52,217 50,832 53,825 51,970

１株当たり純資産額 (円) 694.98 645.69 565.82 704.22 585.18

１株当たり中間 
(当期)純利益 
又は中間(当期)純損失
(△)

(円) 20.50 △52.29 △7.43 33.41 △105.40

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 38.2 37.0 33.3 39.2 33.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,929 1,312 2,850 2,578 781

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △77 △1,276 △594 △852 △2,713

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,964 △614 △3,054 △2,254 545

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 6,068 5,073 3,466 5,652 4,265

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,551
(3,630)

1,591
(3,825)

1,623
(3,870)

1,523
(3,670)

1,551
(3,761)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、その他の営業収入を含んでおりますが、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失」及び「潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に平均雇用人員(１日８時間換算)を外数で記載しており

ます。 

４ 純資産額の算定にあたり、第60期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期

会計期間

自 平成17年 
  ２月21日 
至 平成17年 
  ８月20日

自 平成18年
  ２月21日 
至 平成18年 
  ８月20日

自 平成19年
  ２月21日 
至 平成19年 
  ８月20日

自 平成17年 
  ２月21日 
至 平成18年 
  ２月20日

自 平成18年
  ２月21日 
至 平成19年 
  ２月20日

売上高 (百万円) 72,859 70,772 71,590 144,481 140,700

経常利益 
又は経常損失(△)

(百万円) 1,219 143 △33 2,079 23

中間(当期)純利益 
又は中間(当期)純損失
(△)

(百万円) 616 △1,573 △242 998 △3,156

資本金 (百万円) 5,660 5,660 5,660 5,660 5,660

発行済株式総数 (株) 29,911,678 29,911,678 29,911,678 29,911,678 29,911,678

純資産額 (百万円) 20,301 18,786 16,382 20,571 16,981

総資産額 (百万円) 53,765 51,424 50,010 53,087 51,197

１株当たり配当額 (円) 8.00 8.00 ─ 16.00 16.00

自己資本比率 (％) 37.8 36.5 32.8 38.8 33.2

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,506
(3,229)

1,546
(3,406)

1,578
(3,460)

1,477
(3,273)

1,508
(3,348)



２ 【事業の内容】 

    当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

    なお、株式会社函南キミサワ(非連結子会社)は、平成19年８月７日の同社の臨時株主総会において会

社の解散を決議いたしました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年８月20日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)を

外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成19年８月20日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当中間会計期間の平均雇用人員(１日

８時間換算)を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業部門 従業員数(名)

商品小売業 1,621(3,855)

その他事業 2(   15)

合計 1,623(3,870)

従業員数(名) 1,578(3,460)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における当業界は、個人消費の伸び悩みや出店競争の加速化、同業および他業

態との競争の激化により依然として厳しい状況が続いております。このようななかで、当社にあって

は新経営体制・新経営方針の下、すべてにおいてお客様の立場に立って、お客様の信頼と支持を得ら

れる店舗づくりを目指し、業績の回復に向け販売政策の強化、価格政策の見直しと仕入面の整備・改

善を図ってまいりました。 

 これらの業績回復に向けた施策の効果が除々に浸透し、売上高については前年同期をわずかながら

も上回ることができました。しかし、引き続き販売費の増加やここ１、２年で進めてきた新規出店に

かかるコスト負担が続いていること、前連結会計年度同様、調剤部門の売上の増加により、控除対象

外消費税等を租税公課に計上することとなったこともあり、販売費及び一般管理費はなお高水準で推

移しました。そのため売上総利益額の改善でこれを吸収できず、営業利益段階では概ね計画どおりの

推移とはいえ、営業損失の計上を余儀なくされました。 

店舗につきましては、神奈川県５店、静岡県２店、東京都５店計１２店舗を出店し、３店舗を閉鎖

しました。この結果、当中間連結会計期間末の店舗数は、ドラッグストアが神奈川県１３２店、静岡

県９４店、東京都ほか３４店計２６０店舗、スーパーマーケットおよびコンボ（コンビネーションス

トア）が静岡県１９店、神奈川県４店、東京都１店計２４店舗、ドーナツ製造販売が１３店舗で合計

２９７店舗となりました。なお、ドラッグストア２６０店舗のうち、６２店舗で調剤を取扱っており

ます。  

これらの結果、当中間連結会計期間の連結売上高は７２２億９４百万円となり、連結営業利益段階

では２百万円の損失となりましたが、連結経常利益については２１百万円とわずかながらではありま

すが黒字となりました。 

 連結中間純損失は、減損損失の計上がなかったことにより前中間連結会計期間に比べ１３億４１百

万円改善し２億２２百万円 となりました。  

  



 (事業区分別の状況) 

 ① 商品小売業 

   ・ドラッグストア事業 

ドラッグストア事業では、「ＨＡＣらしさ」をテーマとしたお客様からの支持回復を最優先とし、

カウンセリング等による専門性を高める一方できめ細かい価格設定により顧客満足度を高める営業政

策の浸透を図りました。また、昨年開店したアンチエイジングケア（抗加齢）・ストアの新業態店舗

では管理栄養士や薬剤師による健康・栄養相談会の開催等も継続しながら、店舗モデルの確立に注力

いたしました。  

店舗については、平成１９年２月にリロケーションとして「ハックドラッグ富士宮万野原店」（静

岡県富士宮市）を、３月には大型商業施設である「ららぽーと横浜」内に「ハックドラッグららぽー

と横浜店」（横浜市都筑区）を出店する等合計で１２店舗を開店し、神奈川、静岡、東京を中心にエ

リアドミナント化の継続を積極的に図り、併せて非効率な３店舗を閉鎖しました。 

これらの結果、ドラッグストア事業の売上高は前中間連結会計期間に比べ２.６％増の５０７億６

百万円となりました。 

  

    ・フード事業 

フード事業（スーパーマーケットおよびコンボ）では、「Tasty & Fresh」(おいしさ・新鮮さ）

をテーマとし、「地域に密着した、お客様が安心して買い物ができるお店」を基に地域密着型スーパ

ーマーケットの確立に積極的に取り組み、固定客作りとお客様の来店頻度を高めるため、食品部門、

生鮮部門ならびに惣菜部門の品揃え強化に努めました。また、昨年９月に開業した健康提案型の新業

態店舗「キミサワ御殿場便船塚店」（静岡県御殿場市）や当社初の本格的な複合型施設内に「ハック

ドラッグ」と併設した「キミサワ沼津カタクラパーク店」（静岡県沼津市）の運営を軌道に乗せるべ

く全力を傾注してまいりました。  

しかしながら、競争激化を続ける食品スーパー業界にあって、 他社との間で商品企画、販売面で

差別化を図り集客力を高めていくために一層の努力が必要とされる状況にあり、フード事業の売上高

は前中間連結会計期間に比べ２.６％減の２０２億９百万円となりました。 

  

    ・ドーナツ製造販売、商品供給他 

ドーナツ製造販売（ミスタードーナツ加盟店）の売上高は、三島広小路店の店舗改装に伴う一時的

な閉店等により前中間連結会計期間に比べ６.４％減の５億９８百万円となりました。商品供給他の

売上高は、前中間連結会計期間に比べ１２.２％増の４億９７百万円となりました。   

  

 ② その他事業 

またその他事業の売上高は、前中間連結会計期間に比べ１９.９％増の２億８１百万円となりまし

た。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により２８億５０百万円増加しま

したが、投資活動により５億９４百万円減少しました。また財務活動により３０億５４百万円減少

し、その結果、現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ７億９９百万円減少し、３４億６６百

万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

  

  (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金の増加は、２８億５０百万円（前年同期比１５億３７百万円増加）となりまし

た。これは、税金等調整前中間純損失２４百万円を計上したものの、減価償却費７億１６百万円の計

上や仕入債務の増加１３億３３百万円によるもの等であります。 

  

  (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金の減少は、５億９４百万円（前年同期比６億８１百万円増加）となりました。

これは主に店舗の出店等による設備投資によるもの等であります。 

  

  (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金の減少は、３０億５４百万円（前年同期比２４億４０百万円減少）となりまし

た。これは、有利子負債の圧縮を引き続き行っており、長期借入金の返済による支出２８億１５百万

円によるもの等であります。 
  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 事業別販売実績 

  

 
(注) １ ( )内は当中間連結会計期間末の店舗数を記載しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業区分

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

売上高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

商品 
小売業

ドラッグ 
ストア事業

 神奈川県 (132店舗) 28,166 39.0 101.8

 静岡県 ( 94店舗) 17,739 24.5 101.3

 東京都他 ( 34店舗) 4,800 6.6 114.0

 小計 (260店舗) 50,706 70.1 102.6

フード事業

 神奈川県 (  4店舗) 3,496 4.8 97.8

 静岡県 ( 19店舗) 16,155 22.4 96.7

  東京都 (  1店舗) 557 0.8 121.2

 小計 ( 24店舗) 20,209 28.0 97.4

ドーナツ製造販売 ( 13店舗) 598 0.8 93.6

商品供給他 497 0.7 112.2

商品小売業計 (297店舗) 72,012 99.6 101.0

その他事業 281 0.4 119.9

合計 (297店舗) 72,294 100.0 101.2



(2) 商品部門別売上状況 

商品小売業における商品部門別売上状況は次のとおりであります。 
  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 商品部門別仕入状況 

商品小売業における商品部門別仕入状況は次のとおりであります。 
  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

区分

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

売上高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

一般食料品 16,180 22.5 97.6

生鮮食料品 8,559 11.9 97.8

雑貨品 17,641 24.5 100.1

薬品 13,847 19.2 104.1

化粧品 15,077 20.9 105.5

その他 211 0.3 86.3

小計 71,517 99.3 101.0

商品供給他 495 0.7 112.1

合計 72,012 100.0 101.1

区分

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

仕入高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

一般食料品 12,499 23.5 99.9

生鮮食料品 5,875 11.0 97.3

雑貨品 13,729 25.8 99.8

薬品 8,998 16.9 106.2

化粧品 11,882 22.3 106.2

その他 188 0.3 88.7

小計 53,175 99.8 101.9

商品供給他 97 0.2 91.6

合計 53,272 100.0 101.9



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の連結子会社)が対処すべき課題につい

て、重要な変更および新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、調剤薬局最大手の株式会社アインファーマシーズ（本店：札幌市 代表者：大谷 喜一）との

間で株式移転による共同持株会社を設立し経営統合を進めるため、平成19年10月５日開催の取締役会にお

いて決議の上、同社と基本合意書を締結いたしました。 

 詳細につきましては、「第５経理の状況 １中間連結財務諸表等 （１）中間連結財務諸表 注記事項

（重要な後発事象）」および「第５経理の状況 ２中間財務諸表等 （１）中間財務諸表 注記事項（重

要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において完成した主要な設備は次のとおりであります。 

(提出会社) 

 
注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間 

換算)を外数で記載しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の 
種類

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業 
員数 
(人)建物及び

構築物
工具及び
備品

差入
保証金等

合計

ハックドラッグ富士宮万野原店 
（静岡県富士宮市）

商品小売業 店舗 8 6 97 112
5 
(8)

ハックドラッグ南町田プレッセ店 
（東京都町田市）

〃 〃 14 6 22 44
3 
(5)

ハックドラッグららぽーと横浜店 
（横浜市都筑区）

〃 〃 17 6 34 58
5 
(5)

ハックエクスプレス京王高幡SC店 
（東京都日野市）

〃 〃 17 4 14 36
3 
(4)

ハックドラッグ成瀬ローゼン店 
（東京都町田市）

〃 〃 10 4 9 23
3 
(7)

ハックドラッグ本厚木薬局 
（神奈川県厚木市）

〃 〃 13 5 10 29
6 
(3)

ハックドラッグ富士厚原店 
（静岡県富士市）

〃 〃 34 5 73 113
5 
(9)

ハックドラッグひばりが丘店 
（東京都西東京市）

〃 〃 2 2 20 25
3 
(5)

ハックドラッグ野毛店 
（横浜市中区）

〃 〃 20 4 20 46
4 
(6)

ハックドラッグ大泉学園薬局 
（東京都練馬区）

〃 〃 1 4 2 8
2 
(2)

ハックドラッグ港北ミナモ店 
（横浜市都筑区）

〃 〃 45 8 29 83
4 
(4)

ハックドラッグ権太坂スクエア店 
（横浜市保土ヶ谷区）

〃 〃 15 3 16 35
3 
(4)



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末において計画中であった重要な改修等のうち、当中間連結会計期間に完了したもの

は、次のとおりであります。重要な設備の新設等につきましては「１ 主要な設備の状況」に記載のと

おりであります。 

(提出会社) 

 
(注) 完成後の予定年商増加額は商品売上高のみを記載しております。 

  

(2) 重要な設備の新設 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画等は、次のとおりでありま

す。 

(提出会社) 

 
(注) １ 投資予定金額には差入保証金等の支払額を含めております。 

２ 完成後の予定年商増加額は商品売上高のみを記載しております。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類 設備の内容 投資額(百万円) 完了年月
完成後の予定
年商増加額 
(百万円)

ハックエクスプレス 
アトレ大森店（東京都大田区）

商品小売業 店舗改装 14    H19.3     5

ハックドラッグ下田店 
（静岡県下田市）

〃 〃 7    H19.4     －

ハックドラッグ松長店 
（静岡県沼津市）

〃 〃 8    H19.4     35

事業所名 
(所在地)

事業の種類
設備の
内容

投資予定金額
 着手及び完了
 予定年月 資金調達 

の方法

完成後の
予定年商
増加額 
(百万円)

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

ハックドラッグ鶴ヶ峰店 
（横浜市旭区）

商品小売業 店舗 84 74 H18.10 H19.9 自己資金 480

ハックドラッグ楢原コピオ店 
（東京都八王子市）

〃 〃 111 37 H19.8 H19.9 〃 345

キミサワせせらぎパーク三好店 
（静岡県三島市）

〃 〃 282
233

H19.4 H19.9 〃 1,390

ハックドラッグせせらぎパーク三好店 

（静岡県三島市）
〃 〃 135 H19.4 H19.9 〃 330



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年８月20日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年11月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,911,678 29,911,678
東京証券取引所
(市場第一部)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 29,911,678 29,911,678 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年８月20日現在 

 
(注) ＣＦＳコーポレーション共栄会は、当社の取引先を会員とする持株会であります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年８月20日 ― 29,911,678 ― 5,660 ― 4,945

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

イオン株式会社 千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 4,490 15.01

株式会社イシダ 横浜市磯子区磯子台９番17号 1,755 5.86

ＣＦＳコーポレーション共栄会 横浜市港北区新横浜２丁目３番19号 1,241 4.14

スルガ銀行株式会社 静岡県沼津市通横町23番地 1,120 3.74

石田健二 横浜市磯子区 1,006 3.36

石田岳彦 横浜市泉区 794 2.65

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 777 2.59

キミサワ・キャピタル有限会社 静岡県三島市壱町田303番地２ 713 2.38

石田フミ子 横浜市磯子区 653 2.18

君澤安生 静岡県三島市 642 2.14

計 ― 13,192 44.10



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年８月20日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式9,000株(議決権18個)が含まれており

ます。 

   ２  「単元未満株式」には当社所有自己株式188株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年８月20日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) １ 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２ 高・ 低株価は毎月１日より月末までを期間として記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式    12,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,839,000
59,678 同上

単元未満株式
      普通株式

60,678
― 同上

発行済株式総数 29,911,678 ― ―

総株主の議決権 ― 59,678 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社 
ＣＦＳコーポレーション

静岡県三島市広小路町
13番４号

12,000 ― 12,000 0.04

計 ― 12,000 ― 12,000 0.04

月別 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

高(円) 630 645 569 593 555 531

低(円) 590 560 508 508 510 402



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成18年２月21日から平成18年８月20日まで)は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年２月21日から平成19年８月20日まで)は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成18年２月21日から平成18年８月20日まで)は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間(平成19年２月21日から平成19年８月20日まで)は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年２月21日から平成18年

８月20日まで)及び前中間会計期間(平成18年２月21日から平成18年８月20日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、公認会計士桜友共同事務所所属、公認会計士吉野昌年氏、公認会計士中市俊也

氏及び公認会計士石井和人氏により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基

づき、当中間連結会計期間（平成19年２月21日から平成19年８月20日まで）及び当中間会計期間（平成19

年２月21日から平成19年８月20日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、公認会計士桜友

共同事務所所属、公認会計士藤枝宗明氏、公認会計士中市俊也氏及び公認会計士石井和人氏により中間監

査を受けております。 

  なお、公認会計士吉野昌年氏は、平成19年５月16日をもって退任し、公認会計士藤枝宗明氏に交代して

おります。 

  

  

  

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年８月20日)

当中間連結会計期間末

(平成19年８月20日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,073 3,466 4,265

 ２ 売掛金 2,170 2,242 2,141

 ３ たな卸資産 11,912 12,134 12,016

 ４ その他 3,577 3,925 4,062

 ５ 貸倒引当金 △3 △7 △9

  流動資産合計 22,729 43.5 21,761 42.8 22,475 43.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び 
    構築物

※１ 5,777 6,281 6,409

  (2) 土地 4,868 4,806 4,904

  (3) その他 ※１ 1,733 12,380 23.7 1,204 12,292 24.2 1,011 12,325 23.7

 ２ 無形固定資産 1,360 2.6 1,202 2.4 1,335 2.6

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 差入保証金 12,237 11,568 11,653

  (2) その他 ※２ 3,623 4,128 4,297

  (3) 貸倒引当金 △113 15,747 30.2 △120 15,576 30.6 △117 15,833 30.5

  固定資産合計 29,488 56.5 29,070 57.2 29,494 56.8

  資産合計 52,217 100.0 50,832 100.0 51,970 100.0



  

 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年８月20日)

当中間連結会計期間末

(平成19年８月20日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※２ 12,942 13,360 12,026

 ２ 一年内返済予定 
   長期借入金

4,015 3,355 3,955

 ３ 未払金 ─ 4,313 3,732

 ４ 賞与引当金 752 761 586

 ５ その他 4,761 2,659 2,180

  流動負債合計 22,470 43.0 24,449 48.1 22,481 43.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 7,085 6,330 8,545

 ２ 退職給付引当金 1,121 1,063 1,129

 ３ 役員退職慰労 
   引当金

231 215 238

 ４ 預り保証金 1,754 1,717 1,773

 ５ その他 247 139 304

  固定負債合計 10,439 20.0 9,465 18.6 11,991 23.1

  負債合計 32,910 63.0 33,914 66.7 34,472 66.3

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,660 10.8 5,660 11.1 5,660 10.9

 ２ 資本剰余金 4,945 9.5 4,945 9.7 4,945 9.5

 ３ 利益剰余金 8,424 16.1 6,135 12.1 6,596 12.7

 ４ 自己株式 △7 △0.0 △9 △0.0 △8 △0.0

   株主資本合計 19,023 36.4 16,733 32.9 17,195 33.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

283 0.6 184 0.4 301 0.6

   評価・換算差額 
   等合計

283 0.6 184 0.4 301 0.6

   純資産合計 19,307 37.0 16,917 33.3 17,497 33.7

   負債純資産合計 52,217 100.0 50,832 100.0 51,970 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 71,467 100.0 72,294 100.0 142,157 100.0

Ⅱ 売上原価 51,678 72.3 51,921 71.8 101,961 71.7

   売上総利益 19,788 27.7 20,372 28.2 40,195 28.3

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 19,693 27.6 20,374 28.2 40,205 28.3

   営業利益 95 0.1 ─ ─

   営業損失 ─ 2 △0.0 10 △0.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 39 38 82

 ２ 受取配当金 10 12 14

 ３ 器具備品受贈益 36 28 74

 ４ 受取協賛金 29 12 44

 ５ 受取違約金 31 ─ 31

 ６ その他 48 195 0.3 63 154 0.2 154 401 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 78 89 167

 ２ 賃借契約解約損 16 ─ 16

 ３ その他 21 116 0.2 41 130 0.2 81 265 0.2

   経常利益 174 0.2 21 0.0 125 0.1

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券 
   売却益

─ 20 ─

 ２ 貸倒引当金戻入 
   益

10 ─ 10

 ３ その他 ─ 10 0.0 1 21 0.0 ─ 10 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 14 31 55

 ２ 減損損失 ※３ 2,113 ─ 3,212

 ３ 関係会社株式 
   評価損

─ 19 ─

 ４ 閉店損失 ─ 16 560

 ５ その他 56 2,184 3.0 0 68 0.0 56 3,884 2.7

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純損失

1,998 △2.8 24 △0.0 3,748 △2.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

※４ △435 197 222

   法人税等調整額 ※４ ─ △435 △0.6 ─ 197 0.3 △819 △596 △0.4

   中間(当期) 
   純損失

1,563 △2.2 222 △0.3 3,151 △2.2



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日) 

  

 
  

 
（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年２月20日残高(百万円) 5,660 4,945 10,253 △7 20,852

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △239 △239

 取締役賞与の支給（注） △26 △26

 中間純損失 △1,563 △1,563

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△1,829 △0 △1,829

平成18年８月20日残高(百万円) 5,660 4,945 8,424 △7 19,023

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年２月20日残高(百万円) 231 231 21,083

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △239

 取締役賞与の支給（注） △26

 中間純損失 △1,563

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額)
52 52 52

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
52 52 △1,776

平成18年８月20日残高(百万円) 283 283 19,307



当中間連結会計期間(自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月20日残高(百万円) 5,660 4,945 6,596 △8 17,195

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △239 △239

 中間純損失 △222 △222

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の売却 0 0

 自己株式処分差損 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△461 △0 △461

平成19年８月20日残高(百万円) 5,660 4,945 6,135 △9 16,733

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成19年２月20日残高(百万円) 301 301 17,497

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △239

 中間純損失 △222

 自己株式の取得 △0

 自己株式の売却 0

 自己株式処分差損 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額)
△117 △117 △117

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△117 △117 △579

平成19年８月20日残高(百万円) 184 184 16,917



前連結会計年度(自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日) 

  

 
  

 
（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年２月20日残高(百万円) 5,660 4,945 10,253 △7 20,852

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △239 △239

 剰余金の配当 △239 △239

 取締役賞与の支給（注） △26 △26

 当期純損失 △3,151 △3,151

 自己株式の取得 △1 △1

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
△3,656 △1 △3,657

平成19年２月20日残高(百万円) 5,660 4,945 6,596 △8 17,195

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年２月20日残高(百万円) 231 231 21,083

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △239

 剰余金の配当 △239

 取締役賞与の支給（注） △26

 当期純損失 △3,151

 自己株式の取得 △1

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額(純額)
70 70 70

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
70 70 △3,586

平成19年２月20日残高(百万円) 301 301 17,497



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純損失

△1,998 △24 △3,748

 ２ 減価償却費 695 716 1,547

 ３ 減損損失 2,113 ─ 3,212

 ４ 投資有価証券売却益 ─ △20 △0

 ５ 賞与引当金の増加額 189 174 24

 ６ 退職給付引当金の増減額 
   (△は減少)

158 △66 166

 ７ 貸倒引当金の増減額(△は 
   減少)

△16 0 △5

 ８ 役員退職慰労引当金の増 
   減額(△は減少)

10 △23 18

 ９ 受取利息及び受取配当金 △49 △50 △97

 10 支払利息 78 89 167

 11 固定資産除却損 14 31 55

 12 取締役賞与の支払額 △26 ─ △26

 13 売上債権の増加額 △150 △101 △121

 14 たな卸資産の増減額(△は 
   増加)

684 △117 580

 15 仕入債務の増減額(△は減 
   少)

59 1,333 △856

 16 未払消費税等の増減額(△ 
   は減少)

68 △272 228

 17 その他 307 1,351 1,093

小計 2,138 3,019 2,240

 18 利息及び配当金の受取額 32 31 58

 19 利息の支払額 △82 △88 △177

 20 法人税等の支払額 △776 △112 △1,340

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

1,312 2,850 781



  

 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 投資有価証券の 
   取得による支出

△28 ─ △76

 ２ 投資有価証券の 
   売却による収入

0 33 0

 ３ 有形固定資産の 
   取得による支出

△1,248 △595 △2,706

 ４ 有形固定資産の 
   売却による収入

─ 80 ─

 ５ 無形固定資産の 
   取得による支出

△158 △56 △336

 ６ 貸付による支出 △3 △138 △213

 ７ 貸付金の回収による収入 86 83 167

 ８ 差入保証金の 
   預入による支出

△178 △77 △552

 ９ 差入保証金の 
   返還による収入

328 276 1,192

 10 預り保証金の 
   受入による収入

95 6 156

 11 預り保証金の 
   返却による支出

△95 △62 △137

 12 その他 △75 △144 △208

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

△1,276 △594 △2,713

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 長期借入れによる収入 1,900 ─ 4,500

 ２ 長期借入金の 
   返済による支出

△2,275 △2,815 △3,475

 ３ 自己株式の売却に 
   よる収入

─ 0 ─

 ４ 自己株式の取得に 
   よる支出

△0 △0 △1

 ５ 配当金の支払額 △239 △239 △478

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

△614 △3,054 545

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
  係る換算差額

─ ─ ─

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △579 △799 △1,386

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

5,652 4,265 5,652

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

5,073 3,466 4,265



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

① 連結子会社の数 ３社

  ㈱きずなフーズ、㈱ヤ

ン・ヤン及び㈱きずな

総合開発であります。

① 連結子会社の数 ３社
同左

① 連結子会社の数 ３社
同左

② 非連結子会社の数

３社

  ㈱きずなインシュアラ

ンス、㈱函南キミサワ

及び㈱ＣＦＳサンズで

あります。

  ㈱ＣＦＳサンズは、平

成18年８月４日に設立

いたしました。

② 非連結子会社の数

４社

  ㈱きずなインシュアラ

ンス、㈱函南キミサ

ワ、㈱ＣＦＳサンズ及

び㈱ホーム・ファーマ

シーであります。

  なお、㈱函南キミサワ

は、平成19年８月７日

付で解散しており、現

在清算手続き中であり

ます。

② 非連結子会社の数

４社

  ㈱きずなインシュアラ

ンス、㈱函南キミサ

ワ、㈱ＣＦＳサンズ及

び㈱ホーム・ファーマ

シーであります。 

㈱ＣＦＳサンズは、平

成18年８月４日に設立

いたしました。 

㈱ホーム・ファーマシ

ーは、平成18年９月１

日に全株式を取得し、

子会社といたしまし

た。

③ 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由

  上記の非連結子会社

は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損

益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に

見合う額)等はいずれ

も中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範

囲から除外しておりま

す。

③ 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由
同左

③ 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由

  上記の非連結子会社

は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損

益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に

見合う額)等はいずれ

も連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていな

いため、連結の範囲か

ら除外しております。

２ 持分法の適用に関

する事項

非連結子会社３社及び関連

会社㈱函南ショッピングセ

ンターにつきましては、そ

れぞれ中間連結純損益及び

連結利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から

除外しております。

非連結子会社４社及び関連

会社㈱函南ショッピングセ

ンターにつきましては、そ

れぞれ中間連結純損益及び

連結利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から

除外しております。

非連結子会社４社及び関連

会社㈱函南ショッピングセ

ンターにつきましては、そ

れぞれ連結純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外

しております。

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。

同左 連結子会社の決算日は、す

べて連結決算日と一致して

おります。



  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

４ 会計処理基準に
関する事項

(1) 重要な資産の評
価基準及び評価
方法

① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
中間決算日の市場
価格等に基づく時
価法(評価差額は
全部純資産直入法
により処理し、売
却原価は移動平均
法により算定して
おります。)

① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの

同左

① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格
等に基づく時価法
(評価差額は全部
純資産直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定しており
ます。)

時価のないもの
移動平均法による
原価法

時価のないもの
同左

時価のないもの
同左

② たな卸資産
(イ)商品  主として売

価還元法に
よる原価法

(ロ)貯蔵品 最終仕入原
価法

② たな卸資産
(イ)商品   同左

(ロ)貯蔵品  同左

② たな卸資産
(イ)商品   同左

(ロ)貯蔵品  同左

(2) 重要な減価償却
資産の減価償却
の方法

① 有形固定資産
主として定率法
ただし、平成10年４月
１日以降取得した建物
(建物附属設備は除く)
については、定額法を
採用しております。
なお、主な耐用年数
は、次のとおりであり
ます。
建物及び構築物 10～
34年

① 有形固定資産
同左

① 有形固定資産
主として定率法
ただし、平成10年４月
１日以降取得した建物
(建物附属設備は除く)
については、定額法を
採用しております。
なお、主な耐用年数
は、次のとおりであり
ます。
建物及び構築物 10～
34年

(会計方針の変更）

法人税法の改正（（所得税

法等の一部を改正する法律 

平成19年３月30日 法律第６

号）及び（法人税法施行令

の一部を改正する政令 平成

19年３月30日  政令第83

号））に伴い、平成19年４

月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人

税法に基づく方法に変更し

ております。

これに伴い、前中間連結会

計期間と同一の方法によっ

た場合と比べ、営業損益、

経常利益及び税金等調整前

中間純損益は、それぞれ４

百万円減少しております。 

なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記

載しております。



  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

② 無形固定資産
定額法
なお、自社利用のソフ
トウェアについては、
社内における利用可能
期間(５年)に基づく定
額法

② 無形固定資産
           同左

② 無形固定資産 
           同左

③ 長期前払費用 
    定額法

③ 長期前払費用 
          同左

③ 長期前払費用 
          同左

(3) 重要な引当金の
計上基準

① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般
債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念
債権等の特定債権につ
いては個別に回収可能
性を検討し、回収不能
見込額を計上しており
ます。

① 貸倒引当金
同左

① 貸倒引当金
同左

② 賞与引当金
従業員に対して支給す
る賞与の支出に充てる
ため、支給見込額に基
づき計上しておりま
す。

② 賞与引当金
同左

② 賞与引当金
同左

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

おります。

数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)によ

る定額法により、それ

ぞれの発生の翌連結会

計年度から費用処理し

ております。

③ 退職給付引当金
同左

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連

結会計年度末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。

数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)によ

る定額法により、それ

ぞれの発生の翌連結会

計年度から費用処理し

ております。

④ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく中間連結会計

期間末要支給額を計上

しております。

④ 役員退職慰労引当金
同左

④ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上しております。

(4) 重要なリース取

引の処理方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左



  
  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

(5) 重要なヘッジ会

計の方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについて

は、特例処理の要件を

満たしておりますの

で、特例処理を採用し

ております。

① ヘッジ会計の方法
同左

① ヘッジ会計の方法
同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

(イ)ヘッジ手段

金利スワップ

   (ロ)ヘッジ対象

     借入金利息

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

(イ)ヘッジ手段

同左

   (ロ)ヘッジ対象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

(イ)ヘッジ手段

同左

   (ロ)ヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リス

ク低減並びに金融収支

改善の目的で金利スワ

ップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別

は個別契約毎に行って

おります。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方

法

  特例処理の要件を満た

している金利スワップ

については、有効性の

評価を省略しておりま

す。

④ ヘッジ有効性評価の方

法

同左

④ ヘッジ有効性評価の方

法

同左

 

(6) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。 

なお、控除対象外消費税等

については、期間費用とし

ております。

消費税等の会計処理方法

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、現

金及び預金(預入期間が３

ヶ月を超える定期預金を除

く)並びに取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資で容易に換金可

能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか

負わないものとしておりま

す。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、現金及

び預金(預入期間が３ヶ月

を超える定期預金を除く)

並びに取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資で容易に換金可能で

あり、かつ価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ないものとしております。



会計処理の変更 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間連結会計期間より、「固定

資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。  

 この結果、営業利益及び経常利益

は194百万円増加し、税金等調整前中

間純損益は1,918百万円減少しており

ます。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

───── (固定資産の減損に係る会計基準)

 当連結会計年度より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。  

 この結果、営業損益及び経常利益

は377百万円増加し、税金等調整前当

期純損益は2,834百万円減少しており

ます。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき当該各資産の金額から直接控除

しております。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。  

 これによる損益への影響はありま

せん。 

  なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は19,307百万円であ

ります。   

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間連結財務諸表

規則により作成しております。 

─────

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。  

 これによる損益への影響はありま

せん。 

  なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は17,497百万円であ

ります。   

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成し

ております。 

(役員賞与に関する会計基準)

 当中間連結会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号）を適用しており

ます。  

 これによる損益への影響はありま

せん。 

─────

 

(役員賞与に関する会計基準)

 当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号）を適用しておりま

す。  

 この結果、営業損益、経常利益及

び税金等調整前当期純損益は３百万

円減少しております。 



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

(借地権の償却)

 借地権処理していた土地賃借のた

めに支出した一時金については、従

来、取得価額で資産計上し、退店時

に損失処理することとしておりまし

たが、当中間連結会計期間から賃貸

借期間で均等償却する方法に変更い

たしました。  

 この変更は、当中間連結会計期間

に経営環境の変化に対応して、今後

の店舗の出店・退店政策の見直しを

行ったことに伴い、経営実態をより

適切に反映した合理的な期間損益計

算を行い、かつ、財政状態の健全化

を図るためのものであります。  

 この変更に伴い、当中間連結会計

期間負担額５百万円は販売費及び一

般管理費に、過年度までにすでに経

済的効果が発現していると認められ

る金額50百万円は特別損失に計上し

ております。  

 この結果、従来の方法によった場

合に比べ、営業利益及び経常利益は

５百万円減少し、税金等調整前中間

純損益は56百万円減少しておりま

す。 

─────

 

(借地権の償却)

 借地権処理していた土地賃借のた

めに支出した一時金については、従

来、取得価額で資産計上し、退店時

に損失処理することとしておりまし

たが、当連結会計年度から賃貸借期

間で均等償却する方法に変更いたし

ました。  

 この変更は、当連結会計年度に経

営環境の変化に対応して、今後の店

舗の出店・退店政策の見直しを行っ

たことに伴い、経営実態をより適切

に反映した合理的な期間損益計算を

行い、かつ、財政状態の健全化を図

るためのものであります。  

 この変更に伴い、当連結会計年度

期間負担額11百万円は販売費及び一

般管理費に、過年度までにすでに経

済的効果が発現していると認められ

る金額50百万円は特別損失に計上し

ております。  

 この結果、従来の方法によった場

合に比べ、営業損益及び経常利益は

11百万円減少し、税金等調整前当期

純損益は62百万円減少しておりま

す。 

(受取協賛金)

 従来、営業外収益に計上していた

「受取協賛金」について、負担区分

が明確にされた部分に係る「販売

費」の見直しを行い、当中間連結会

計期間より対応する「販売費」の各

科目より控除する方法に変更いたし

ました。  

 この変更は、販売政策の見直しに

伴い、近年受取協賛金が増加してお

り、かつ、当社の広告宣伝及び販売

促進に協賛する仕入先等の費用負担

分に相当するものであることが契約

等によって明確になったことによ

り、営業損益をより適正に表示する

ことを目的に行ったものでありま

す。  

 この結果、当中間連結会計期間の

営業利益は71百万円増加しておりま

す。経常利益及び税金等調整前中間

純損益に対する影響はありません。 

─────

 

(受取協賛金)

 従来、営業外収益に計上していた

「受取協賛金」について、負担区分

が明確にされた部分に係る「販売

費」の見直しを行い、当連結会計年

度より対応する「販売費」の各科目

より控除する方法に変更いたしまし

た。  

 この変更は、販売政策の見直しに

伴い、近年受取協賛金が増加してお

り、かつ、当社の広告宣伝及び販売

促進に協賛する仕入先等の費用負担

分に相当するものであることが契約

等によって明確になったことによ

り、営業損益をより適正に表示する

ことを目的に行ったものでありま

す。  

 この結果、当連結会計年度の営業

損益は160百万円増加しております。

経常利益及び税金等調整前当期純損

益に対する影響はありません。 



表示方法の変更 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

        ──────── （中間連結貸借対照表）

前中間連結会計期間まで流動負債の「その他」に含め
ておりました「未払金」は負債及び純資産の合計額の
100分の５を超えたため、当中間連結会計期間より独立
掲記しました。 
なお、前中間連結会計期間の流動負債「その他」に含
まれる「未払金」は、2,453百万円であります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年８月20日)

当中間連結会計期間末
(平成19年８月20日)

前連結会計年度末 
(平成19年２月20日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、13,087百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、13,543百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、13,317百万円でありま

す。

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

投資その他 
の資産 
「その他」

1百万円

担保付債務は次のとおりであ

ります。

買掛金 20百万円

  ３ コミットメントライン契約

3,000百万円を締結しておりま

す。当中間連結会計期間末に

おける借入実行残高はありま

せん。

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

投資その他
の資産 
「その他」

1百万円

担保付債務は次のとおりであ

ります。

買掛金 26百万円

  ３     ─────

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

投資その他 
の資産 
「その他」

1百万円

担保付債務は次のとおりであ

ります。

買掛金 18百万円

  ３ コミットメントライン契約

3,000百万円を締結しておりま

す。当連結会計年度末におけ

る借入実行残高はありませ

ん。



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は、次のとおり

であります。

広告宣伝費 1,950百万円

役員報酬、 
給与手当 
及び賞与

7,614百万円

賞与引当金 
繰入額

752百万円

賃借料 4,346百万円

減価償却費 692百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は、次のとおり

であります。

広告宣伝費 1,989百万円

役員報酬、
給与手当 
及び賞与

7,821百万円

賞与引当金
繰入額

761百万円

賃借料 4,558百万円

減価償却費 715百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は、次のとおり

であります。

広告宣伝費 3,838百万円

役員報酬、
給与手当 
及び賞与

16,158百万円

賞与引当金
繰入額

586百万円

賃借料 8,826百万円

減価償却費 1,542百万円

※２ 固定資産除却損の主なものは

次のとおりであります。

建物及び構築物 7百万円

器具及び備品 6百万円

※２ 固定資産除却損の主なものは

次のとおりであります。

建物及び構築物 25百万円

器具及び備品 5百万円

※２ 固定資産除却損の主なものは

次のとおりであります。

建物及び構築物 31百万円

器具及び備品 22百万円

 

※３ 減損損失

当中間連結会計期間におい

て、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上いたしま

した。

(1)減損損失を認識した資産グル

ープの概要

用途 種類 場所 金額

店舗
建物及
び構築
物等

静岡県 
(21件)

759百万円

店舗
建物及
び構築
物等

神奈川県 
(25件)

840百万円

店舗
建物及
び構築
物等

東京都他 
(11件)

373百万円

遊休 
資産

土地
静岡県 
(2件)

139百万円

(2)減損損失の認識に至った経緯

店舗における営業活動から生

ずる損益が継続してマイナス

または継続してマイナスとな

る見込みである資産グループ

及び土地等の時価の下落が著

しい資産グループについて

は、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上

いたしました。

※３    ─────

 

※３ 減損損失

当連結会計年度において、以

下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。 

 

(1)減損損失を認識した資産グル

ープの概要

用途 種類 場所 金額

店舗
他

建物及
び構築
物等

静岡県 
(33件)

860百万円

店舗
建物及
び構築
物等

神奈川 
県 
(37件)

1,594百万円

店舗
建物及
び構築
物等

東京都 
他 
(18件)

618百万円

遊休
資産

土地
静岡県 
(2件)

139百万円

(2)減損損失の認識に至った経緯

店舗における営業活動から生

ずる損益が継続してマイナス

または継続してマイナスとな

る見込みである資産グループ

及び土地等の時価の下落が著

しい資産については、帳簿価

額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上いたしま

した。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

 

(3)減損損失の金額

種類 金額

建物及び構築物 1,392百万円

土地 139百万円

その他 265百万円

リース資産 316百万円

合計 2,113百万円

(4)資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として、店舗を基

本単位とし、遊休資産につい

ては物件単位ごとにグルーピ

ングしております。

(5)回収可能価額の算定方法

資産グループの回収可能価額

は正味売却価額または使用価

値により測定しております。

正味売却価額は、土地につい

ては不動産鑑定士による不動

産鑑定評価基準を基に算定し

た金額により、その他の固定

資産については取引事例等を

勘案した合理的な見積りによ

り評価しております。

 

(3)減損損失の金額

種類 金額

建物及び構築物 1,819百万円

土地 581百万円

その他 382百万円

リース資産 429百万円

合計 3,212百万円

(4)資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として、店舗を基

本単位とし、遊休資産につい

ては物件単位ごとにグルーピ

ングしております。

(5)回収可能価額の算定方法

資産グループの回収可能価額

は、土地については、正味売

却価額により測定しており、

不動産鑑定士による不動産鑑

定評価基準を基に算定した金

額により評価しております。

また、その他の資産について

は、使用価値により測定して

おりますが、将来キャッシ

ュ・フローがマイナスである

ため、回収可能価額を零とし

て評価しております。

※４ 法人税等の表示方法

当中間連結会計期間における

税金費用については、簡便法

による税効果会計を適用して

いるため、法人税等調整額は

「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しておりま

す。

※４ 法人税等の表示方法

同左

────── 

 

 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)普通株式の自己株式の株式数の増加560株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
  

(2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末

後となるもの 

 
  

当中間連結会計期間（自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)普通株式の自己株式の株式数の増加1,460株及び減少400株は、単元未満株式の買取り・買増しに
よる増加・減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
  

(2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末

後となるもの 

該当事項はありません。 

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
株式数(株)

発行済株式

 普通株式 29,911,678 ─ ─ 29,911,678

  合計 29,911,678 ─ ─ 29,911,678

自己株式

 普通株式(注) 9,528 560 ─ 10,088

合計 9,528 560 ─ 10,088

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月17日 
定時株主総会

普通株式 239 8.00 平成18年２月20日 平成18年５月17日

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年10月５日 

取締役会
普通株式 239 利益剰余金 8.00 平成18年８月20日 平成18年11月１日

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
株式数(株)

発行済株式

 普通株式 29,911,678 ─ ─ 29,911,678

  合計 29,911,678 ─ ─ 29,911,678

自己株式

 普通株式(注) 11,128 1,460 400 12,188

合計 11,128 1,460 400 12,188

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月16日 
定時株主総会

普通株式 239 8.00 平成19年２月20日 平成19年５月17日



前連結会計年度（自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)普通株式の自己株式の株式数の増加1,600株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
  

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

  

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当連結会計年度増加

株式数(株)
当連結会計年度減少

株式数(株)
当連結会計年度末 

株式数(株)

発行済株式

 普通株式 29,911,678 ─ ─ 29,911,678

  合計 29,911,678 ─ ─ 29,911,678

自己株式

 普通株式(注) 9,528 1,600 ─ 11,128

合計 9,528 1,600 ─ 11,128

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月17日 
定時株主総会

普通株式 239 8.00 平成18年２月20日 平成18年５月17日

平成18年10月５日 
取締役会

普通株式 239 8.00 平成18年８月20日 平成18年11月１日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月16日 

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 239 8.00 平成19年２月20日 平成19年５月17日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

(平成18年８月20日)

現金及び預金勘定 5,073百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

─百万円

現金及び現金同等物 
の中間期末残高

5,073百万円

  

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

(平成19年８月20日)

現金及び預金勘定 3,466百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

─百万円

現金及び現金同等物
の中間期末残高

3,466百万円

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年２月20日)

現金及び預金勘定 4,265百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

─百万円

現金及び現金同等物 
の期末残高

4,265百万円



(リース取引関係) 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

取得
価額
相当額
(百万円)

減価
償却

累計額
相当額
(百万円)

減損
損失
累計額
相当額
((百万円)

中間
期末
残高

相当額
(百万円)

建 物 及
び 構 築
物

118 19 ─ 98

そ の 他
(器具及
び備品)

2,830 1,175 252 1,402

そ の 他
(機械装
置 ソ フ
トェア)

466 205 10 251

合計 3,414 1,399 263 1,751

  

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

取得
価額
相当額
(百万円)

減価
償却

累計額
相当額
(百万円)

減損
損失
累計額
相当額
((百万円)

中間
期末
残高

相当額
(百万円)

建 物 及
び 構 築
物

118 25 ─ 92

そ の 他
(器具及
び備品)

2,699 1,167 223 1,307

そ の 他
(機械装
置 ソ フ
トェア)

460 169 21 268

合計 3,277 1,362 245 1,668

  

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額及び期末残高

相当額

取得
価額

相当額
(百万円)

減価
償却
累計額
相当額
(百万円)

減損
損失

累計額
相当額
((百万円)

期末
残高
相当額
(百万円)

建 物 及
び 構 築
物

118 22 ─ 95

そ の 他
(器具及
び備品)

2,602 949 309 1,343

そ の 他
(機械装
置 ソ フ
トェア)

456 161 15 279

合計 3,176 1,133 325 1,717

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等

未経過リース料中間期末残高
相当額

１年以内 570百万円

１年超 1,272百万円

合計 1,842百万円

リース資産減損勘定の中間期
末残高

215百万円

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等

未経過リース料中間期末残高
相当額

１年以内 565百万円

１年超 1,168百万円

合計 1,734百万円

リース資産減損勘定の中間期
末残高

196百万円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額等

未経過リース料期末残高相当
額

１年以内 557百万円

１年超 1,223百万円

合計 1,781百万円

リース資産減損勘定の期末残
高

250百万円

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 347百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

59百万円

減価償却費相当額 304百万円

支払利息相当額 42百万円

減損損失 275百万円

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 353百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

53百万円

減価償却費相当額 311百万円

支払利息相当額 42百万円

減損損失 ─百万円

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 692百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

109百万円

減価償却費相当額 607百万円

支払利息相当額 85百万円

減損損失 325百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



次へ 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース契約

  未経過リース料

１年以内 381百万円

１年超 1,968百万円

合計 2,349百万円

２ オペレーティング・リース契約

  未経過リース料

１年以内 585百万円

１年超 3,392百万円

合計 3,977百万円

２ オペレーティング・リース契約

  未経過リース料

１年以内 466百万円

１年超 2,393百万円

合計 2,860百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年８月20日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行うこととしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
  

 
  

  

当中間連結会計期間末(平成19年８月20日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行うこととしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
  

 
  

  

前連結会計年度末(平成19年２月20日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行うこととしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
  

 
  

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 697 1,173 476
合計 697 1,173 476

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券
非上場株式 27

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 684 993 309
合計 684 993 309

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券
非上場株式 27

種類 取得原価(百万円)
連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 698 1,204 506
合計 698 1,204 506

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券
非上場株式 27



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年８月20日)及び前連結会計年度末(平成19年２月20日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は注記

の対象から除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年８月20日) 

当中間連結会計期間末においては残高がないため該当事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年２月21日 至平成18年８月20日) 

商品小売業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自平成19年２月21日 至平成19年８月20日) 

 
(注)１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分であります。 

２ 各区分の主な事業の内容 

(1)商品小売業・・・加工食品、生鮮食料品等の食料品並びに医薬品、化粧品、日用雑貨等の商品販売 

(2)その他・・・・・店舗の開発及び管理運営 

３ 会計処理の変更 

下記のとおり会計処理の変更を行っており、各セグメントに与える影響額は以下のとおりであります。 

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得

したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。これに伴い、前中間連結会計

期間と同一の方法によった場合と比べ、商品小売業の営業損失は４百万円増加しております。 

  

商品小売業
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する 
   売上高 72,012 281 72,294 ─ 72,294

(2)セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 132 771 904 (904) ─

計 72,145 1,052 73,198 (904) 72,294

営業費用 72,179 1,013 73,193 (897) 72,296

営業利益又は営業損失(△) △34 39 4 (6) △2



前連結会計年度(自平成18年２月21日 至平成19年２月20日) 

 
(注)１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分であります。 

２ 各区分の主な事業の内容 

(1)商品小売業・・・加工食品、生鮮食料品等の食料品並びに医薬品、化粧品、日用雑貨等の商品販売 

(2)その他・・・・・店舗の開発及び管理運営 

３ 会計処理の変更 

当連結会計年度から下記のとおり会計処理の変更を行っており、各セグメントに与える影響額は以下のとお

りであります。 

(1)「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日）)及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。この結果、商品小売業の

営業利益は337百万円増加しております。 

(2)「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用

しております。この結果、営業利益は、商品小売業及びその他がそれぞれ１百万円減少しております。 

(3)「借地権の償却」 

借地権処理していた土地賃借のために支出した一時金については、従来、取得価額で資産計上し、退店

時に損金処理することとしておりましたが、当連結会計年度から賃借期間で均等償却する方法に変更い

たしました。この結果、商品小売業の営業利益は11百万円減少しております。 

(4)「受取協賛金」 

従来、営業外収益に計上していた「受取協賛金」について、負担区分が明確にされた部分に係る「販売

費」の見直しを行い、当連結会計年度より対応する「販売費」の各科目より控除する方法に変更いたし

ました。この結果、営業利益は、商品小売業が160百万円増加しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年２月21日 至平成18年８月20日)、当中間連結会計期間(自平成19年２

月21日 至平成19年８月20日)及び前連結会計年度(自平成18年２月21日 至平成19年２月20日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年２月21日 至平成18年８月20日)、当中間連結会計期間(自平成19年２

月21日 至平成19年８月20日)及び前連結会計年度(自平成18年２月21日 至平成19年２月20日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

商品小売業
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する 
   売上高 141,590 567 142,157 ─ 142,157

(2)セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 264 1,675 1,940 (1,940) ─

計 141,854 2,242 144,097 (1,940) 142,157

営業費用 141,921 2,167 144,088 (1,921) 142,167

営業利益又は営業損失(△) △66 75 8 (18) △10



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注)１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

   ２ １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

１株当たり純資産額 645.69円 １株当たり純資産額 565.82円 １株当たり純資産額 585.18円

１株当たり中間純損失 
金額

52.29円
１株当たり中間純損失
金額

7.43円
１株当たり当期純損失 
金額

105.40円

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額については、１株当た
り中間純損失であり、また、潜在株
式が存在しないため記載しておりま
せん。

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額については、１株当た
り中間純損失であり、また、潜在株
式が存在しないため記載しておりま
せん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、１株当た
り当期純損失であり、また、潜在株
式が存在しないため記載しておりま
せん。

前中間連結会計期間末
(平成18年８月20日)

当中間連結会計期間末
(平成19年８月20日)

前連結会計年度末
(平成19年２月20日)

純資産の部の合計額（百万円） 19,307 16,917 17,497

純資産の部の合計額から控除する金

額（百万円）
─ ─ ─

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（百万円）
19,307 16,917 17,497

普通株式の発行済株式数(株) 29,911,678 29,911,678 29,911,678

普通株式の自己株式数(株) 10,088 12,188 11,128

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数(株)
29,901,590 29,899,490 29,900,550

前中間連結会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

中間（当期）純損失（百万円） 1,563 222 3,151

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─ ─

普通株式に係る中間（当期）純損失

(百万円)
1,563 222 3,151

普通株式の期中平均株式数(株) 29,901,906 29,900,178 29,901,558



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自平成18年２月21日 至平成18年８月20日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自平成19年２月21日 至平成19年８月20日) 

(株式移転による経営統合について) 

当社と株式会社アインファーマシーズ（以下、「アインファーマシーズ」といいます）は、平成19年

10月５日開催の取締役会決議に基づき、株式移転により両社の完全親会社となる共同持株会社を設立

し、経営統合することにつき、基本合意いたしました。また、平成19年11月６日開催の両社取締役会決

議に基づき同日株式移転計画書を作成し、株式移転契約を締結いたしました。なお、当該株式移転によ

る共同持株会社設立につきましては平成20年１月下旬開催予定のそれぞれの株主総会においての承認を

前提としております。 

１．株式移転による経営統合の目的 

両社は、今後高度な専門性が求められるヘルスケア業界において、本経営統合を通じて予防から医療

まで一環したお客様にとって付加価値の高いサービスを提供してまいります。また、両社の培ってきた

事業ノウハウを共有することにより、トータルヘルスケアのリーディングカンパニーとして地域に密着

したかかりつけ薬局の展開を推進し、国民医療分野での貢献の一端を担いつつ、統合によるスケールメ

リットを活かした効率的な経営により企業価値の 大化を目指し、両社一丸となって邁進してまいりま

す。 
  

２．株式移転の要旨 

(1)株式移転の日程  

平成19年10月５日    株式移転基本合意書締結 

平成19年11月６日    株式移転契約書及び株式移転計画書承認取締役会 

平成19年11月６日    株式移転契約締結、株式移転計画書作成 

平成19年11月７日    臨時株主総会基準日公告日 

平成19年11月22日    臨時株主総会基準日 

平成19年12月上旬（予定）臨時株主総会提出議案承認取締役会 

平成20年１月下旬（予定）株式移転計画書承認臨時株主総会 

平成20年３月26日（予定）上場廃止日 

平成20年４月１日（予定）共同持株会社設立登記日及び効力発生日 

平成20年４月１日（予定）共同持株会社株式上場日 

平成20年５月下旬（予定）共同持株会社株券交付日 
  
(2)株式移転比率 

当社の普通株式１株に対して共同持株会社普通株式0.30株を、アインファーマシーズの普通株式１

株に対して共同持株会社普通株式1.25株をそれぞれ割当て交付いたします。 

 なお、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、両社協議の

上変更することがあります。 

 両社は、本株式移転に用いられる株式移転比率の算定にあたって公正性を期すため、当社はPwCア

ドバイザリー株式会社（以下「PwCA」といいます）に、アインファーマシーズはアビームM&Aコンサ

ルティング株式会社（以下「AMC」といいます）に、それぞれ株式移転比率の算定を依頼し、株式移

転比率算定書を受領いたしました。 

 当社はPwCAによる株式移転比率の算定結果を参考に、アインファーマシーズはAMCによる株式移転

比率の算定結果を参考に、それぞれの財務状況、将来見通し等の要因を総合的に勘案し、両社で株式

移転比率について慎重に協議を重ねた結果、 終的に上記の株式移転比率が妥当であるとの判断に至

り合意いたしました。 



(3)算定機関との関係  

PwCA及びAMCは、当社又はアインファーマシーズの関連当事者に該当いたしません。 
  
(4)アインファーマシーズ発行の新株予約権等に関する取扱い 

アインファーマシーズがストックオプションの目的で発行している、平成13年改正前の旧商法第

280条ノ19に基づく新株予約権方式のストックオプション（平成13年７月27日定時株主総会決議に基

づき発行）については、会社法上、株式移転に際して共同持株会社の新株予約権に切り替えることが

できないと解釈されていることから、当該新株引受権方式のストックオプション発行要項の記載に則

り、アインファーマシーズの取締役会議により行使期間を合理的に制限することとし、本株式移転の

日以前である平成20年２月29日までに行使していない新株引受権につきましては失効するものといた

します。 

 また、同社の平成13年改正後の旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく新株予約権方式のスト

ックオプション（平成14年７月30日定時株主総会決議に基づき発行）については、当該新株予約権者

に対し、その保有する当該新株予約権に代わる共同持株会社の新株予約権を交付いたします。 

 なお、当社は新株予約権を発行しておりません。 
  
(5)共同持株会社の上場申請に関する事項 

両社は、新たに設立する共同持株会社の株式について、東京証券取引所に新規上場申請を行う予定

です。上場日は、東京証券取引所の規則等に基づいて決定されますが、共同持株会社設立登記日であ

る平成20年４月１日を予定しております。なお、本株式移転に伴い、当社株式及びアインファーマシ

ーズ株式は平成20年３月26日に東京証券取引所及びジャスダック証券取引所への上場がそれぞれ廃止

となる予定です。 
  
(6)完全子会社となる会社の剰余金の配当について 

当社は、平成20年３月31日を基準日として、平成19年８月21日から平成20年３月31日までの期間に

対応する配当を実施する予定です。 

 また、アインファーマシ－ズは、平成20年３月31日を基準日として、平成19年５月１日から平成20

年３月31日までの期間に対応する配当を実施する予定です。 



３．株式移転の当事会社の概要 

 
(注)上記は、両社の 終決算期における数値を記載しております。両社の 終決算日は、当社は平成19

年２月20日、アインファーマシーズは平成19年４月30日であります。 

(1) 商号 株式会社ＣＦＳコーポレーション 株式会社アインファーマシーズ

(2) 事業内容
商品小売業：ドラッグストア事業、 医薬事業：調剤薬局の経営等

            スーパーマーケット事業等 物販事業：ドラッグストア経営等

(3) 設立年月日 昭和22年9月1日 昭和44年8月2日

(4) 本店所在地

静岡県三島市広小路町13番４号

札幌市東区東苗穂５条１丁目２番１号(登記上の本店所在地であり、実際の業務
は、横浜市港北区で行っております。)

(5) 代表者
代表取締役会長兼社長 代表取締役社長

石田 健二 大谷 喜一

(6) 資本金 5,660百万円 3,395百万円

(7)
発行済株式総数

29,911,678株 11,359,456株
(平成19年11月5日現在)

(8) 純資産(連結) 17,497百万円 11,326百万円

(9) 総資産(連結) 51,970百万円 49,849百万円

(10)事業年度の末日 2月20日 4月30日

(11)従業員数(連結) 1,551人 1,947人

(12)主要取引先 一般顧客 一般顧客

(13)大株主及び持株比率

イオン㈱ 15.01% 大谷 喜一 16.73%

㈱イシダ 5.86% 丸紅㈱ 13.16%

ＣＦＳ共栄会 4.00% 今川 美明 10.96%

スルガ銀行㈱ 3.74%
ステート ストリート バン
ク アンド トラスト カンパ
ニー

7.68%

石田 健二 3.36% ㈱北海道銀行 4.82%

(14)主要取引銀行

スルガ銀行㈱ ㈱北海道銀行

㈱三井住友銀行 ㈱北洋銀行

㈱静岡銀行 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行

(15)当事会社間の関係等

資本関係 該当事項はありません。

人的関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。



４．株式移転により新たに設立する会社の状況 

 
  

前連結会計年度(自平成18年２月21日 至平成19年２月20日) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

(1) 商号 株式会社ＣＦＳアインホールディングス（仮称）

(2) 事業内容 子会社及びグループの経営管理並びにそれに付帯する業務

(3) 本店所在地 東京都新宿区

(4)
代表者及び役員の就
任予定

代表取締役会長 石田 健二
現当社

代表取締役会長兼社長

代表取締役社長 大谷 喜一
現アインファーマシーズ

代表取締役社長

取締役相談役 今川 美明
現アインファーマシーズ

代表取締役会長

取締役 松岡 健二
現当社

取締役副社長

取締役 石田 岳彦
現当社

取締役副社長

取締役 君澤 安生
現当社

取締役

取締役 武市 守弘
現当社

取締役

取締役 南雲 正
現アインファーマシーズ

代表取締役副社長

取締役 加藤 博美
現アインファーマシーズ

専務取締役

取締役 川井 淳一
現アインファーマシーズ

専務取締役

常勤監査役 佐々木 英雄
現当社

常勤監査役

常勤監査役 濱中 敏雄
現㈱ホールセールスターズ

常務取締役

監査役（社外） 大木 章八
現当社

監査役（社外）

監査役（社外） 野田 靖明
現当社

監査役（社外）

監査役（社外） 三宅 秀夫 公認会計士

(5) 資本金 5,000百万円

(6) 純資産（連結） 未定

(7) 総資産（連結） 未定

(8) 事業年度の末日

3月31日
なお、完全子会社となる当社及びアインファーマシーズの決算期を３
月31日に変更することとし、平成20年１月下旬開催の臨時株主総会に
て付議する予定です。

(9) 会計処理の概要

本株式移転は、企業結合会計基準における「取得」に該当するため、
パーチェス法を適用することが見込まれており、その場合、会計上の
被取得会社である当社及びその子会社の資産及び負債は、共同持株会
社の連結財務諸表上において時価で計上されることになります。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年８月20日)

当中間会計期間末

(平成19年８月20日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,616 2,903 3,738

 ２ 売掛金 2,129 2,210 2,099

 ３ たな卸資産 11,882 12,110 11,990

 ４ その他 3,499 3,867 4,030

 ５ 貸倒引当金 △3 △6 △9

   流動資産合計 22,124 43.0 21,085 42.2 21,850 42.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 4,794 5,351 5,437

  (2) 土地 4,868 4,806 4,904

  (3) その他 ※１ 2,577 12,240 23.8 2,035 12,193 24.4 1,883 12,225 23.9

 ２ 無形固定資産 1,349 2.6 1,194 2.4 1,326 2.6

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 差入保証金 12,143 11,477 11,560

  (2) その他 ※２ 3,680 4,180 4,351

  (3) 貸倒引当金 △113 15,710 30.6 △120 15,537 31.0 △117 15,795 30.8

   固定資産合計 29,300 57.0 28,925 57.8 29,347 57.3

   資産合計 51,424 100.0 50,010 100.0 51,197 100.0



 

前中間会計期間末

(平成18年８月20日)

当中間会計期間末

(平成19年８月20日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※２ 12,901 13,319 11,976

 ２ 一年内返済予定 
   長期借入金

4,015 3,355 3,955

 ３ 未払金 ─ 4,288 3,718

 ４ 未払法人税等 128 128 134

 ５ 未払消費税等 ※３ 143 31 300

 ６ 賞与引当金 728 733 564

 ７ その他 4,376 2,413 1,671

   流動負債合計 22,292 43.4 24,270 48.5 22,320 43.6

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 7,085 6,330 8,545

 ２ 退職給付引当金 1,081 1,017 1,090

 ３ 役員退職慰労 
   引当金

179 159 186

 ４ その他 1,999 1,850 2,071

   固定負債合計 10,345 20.1 9,357 18.7 11,894 23.2

   負債合計 32,638 63.5 33,628 67.2 34,215 66.8

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,660 11.0 5,660 11.3 5,660 11.0

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 4,945 4,945 4,945

   資本剰余金合計 4,945 9.6 4,945 9.9 4,945 9.7

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 1,235 1,235 1,235

  (2) その他利益 
    剰余金

    配当準備 
    積立金

500 ─ 500

    別途積立金 7,272 4,272 7,272

    繰越利益 
    剰余金

△1,101 94 △2,923

   利益剰余金合計 7,906 15.4 5,602 11.2 6,084 11.9

 ４ 自己株式 △7 △0.0 △9 △0.0 △8 △0.0

   株主資本合計 18,505 36.0 16,200 32.4 16,682 32.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

281 0.5 181 0.4 299 0.6

   評価・換算差額 
   等合計

281 0.5 181 0.4 299 0.6

   純資産合計 18,786 36.5 16,382 32.8 16,981 33.2

   負債純資産合計 51,424 100.0 50,010 100.0 51,197 100.0

 



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間

(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 70,257 100.0 71,015 100.0 139,609 100.0

Ⅱ 売上原価 51,964 73.9 52,202 73.5 102,465 73.4

   売上総利益 18,293 26.1 18,812 26.5 37,144 26.6

Ⅲ その他の営業収入 514 0.7 575 0.8 1,090 0.8

   営業総利益 18,808 26.8 19,388 27.3 38,235 27.4

Ⅳ 販売費及び
一般管理費

18,774 26.7 19,481 27.4 38,375 27.5

   営業利益 33 0.1 ─ ─

   営業損失 ─ 93 △0.1 140 △0.1

Ⅴ 営業外収益 ※１ 226 0.3 188 0.3 429 0.3

Ⅵ 営業外費用 ※２ 115 0.2 128 0.2 264 0.2

   経常利益 143 0.2 ─ 23 0.0

   経常損失 ─ 33 △0.0 ─

Ⅶ 特別利益 ※３ 10 0.0 21 0.0 10 0.0

Ⅷ 特別損失
※４ 
※５

2,195 3.1 65 0.1 3,873 2.8

   税引前中間 
   (当期)純損失

2,041 △2.9 77 △0.1 3,839 △2.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

※６ △467 164 152

   法人税等調整額 ※６ ─ △467 △0.7 ─ 164 0.2 △835 △682 △0.5

   中間(当期) 
   純損失

1,573 △2.2 242 △0.3 3,156 △2.3



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年２月20日残高(百万円) 5,660 4,945 4,945

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注）

 取締役賞与の支給（注）

 別途積立金の積立て（注）

 中間純損失

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)

平成18年８月20日残高(百万円) 5,660 4,945 4,945

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

配当準備積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年２月20日残高(百万円) 1,235 500 6,872 1,135 9,743 △7 20,342

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △239 △239 △239

 取締役賞与の支給（注） △24 △24 △24

 別途積立金の積立て（注） 400 △400 ─ ─

 中間純損失 △1,573 △1,573 △1,573

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
400 △2,237 △1,837 △0 △1,837

平成18年８月20日残高(百万円) 1,235 500 7,272 △1,101 7,906 △7 18,505

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年２月20日残高(百万円) 228 228 20,571

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △239

 取締役賞与の支給（注） △24

 別途積立金の積立て（注） ─

 中間純損失 △1,573

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
52 52 52

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
52 52 △1,785

平成18年８月20日残高(百万円) 281 281 18,786



当中間会計期間(自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年２月20日残高(百万円) 5,660 4,945 4,945

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 積立金の取崩し

 中間純損失

 自己株式の取得

 自己株式の売却

 自己株式処分差損

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)

平成19年８月20日残高(百万円) 5,660 4,945 4,945

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

配当準備積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年２月20日残高(百万円) 1,235 500 7,272 △2,923 6,084 △8 16,682

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △239 △239 △239

 積立金の取崩し △500 △3,000 3,500 ─ ─

 中間純損失 △242 △242 △242

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の売却 0 0

 自己株式処分差損 △0 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△500 △3,000 3,018 △481 △0 △482

平成19年８月20日残高(百万円) 1,235 ─ 4,272 94 5,602 △9 16,200

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成19年２月20日残高(百万円) 299 299 16,981

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △239

 積立金の取崩し ─

 中間純損失 △242

 自己株式の取得 △0

 自己株式の売却 0

 自己株式処分差損 △0

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
△117 △117 △117

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△117 △117 △599

平成19年８月20日残高(百万円) 181 181 16,382



前事業年度(自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日) 

 
  

 
  

 
（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年２月20日残高(百万円) 5,660 4,945 4,945

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注）

 剰余金の配当

 取締役賞与の支給（注）

 別途積立金の積立て（注）

 当期純損失

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 

(百万円)

平成19年２月20日残高(百万円) 5,660 4,945 4,945

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

配当準備積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年２月20日残高(百万円) 1,235 500 6,872 1,135 9,743 △7 20,342

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △239 △239 △239

 剰余金の配当 △239 △239 △239

 取締役賞与の支給（注） △24 △24 △24

 別途積立金の積立て（注） 400 △400 ─ ─

 当期純損失 △3,156 △3,156 △3,156

 自己株式の取得 △1 △1

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
400 △4,059 △3,659 △1 △3,660

平成19年２月20日残高(百万円) 1,235 500 7,272 △2,923 6,084 △8 16,682

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年２月20日残高(百万円) 228 228 20,571

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △239

 剰余金の配当 △239

 取締役賞与の支給（注） △24

 別途積立金の積立て（注） ─

 当期純損失 △3,156

 自己株式の取得 △1

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
70 70 70

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
70 70 △3,589

平成19年２月20日残高(百万円) 299 299 16,981



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

商品

売価還元法による原

価法、ただし、生鮮

食品等は最終仕入原

価法

貯蔵品

最終仕入原価法

(1) たな卸資産

商品

同左

貯蔵品

同左

(1) たな卸資産

商品

同左

貯蔵品

同左

(2) 有価証券

子会社株式及び関連会

社株式

移動平均法による原

価法

その他有価証券

①時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。)

(2) 有価証券

子会社株式及び関連会

社株式

同左

その他有価証券

①時価のあるもの

同左

(2) 有価証券

子会社株式及び関連会

社株式

同左

その他有価証券

①時価のあるもの

決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定しており

ます。)

②時価のないもの

移動平均法による

原価法

②時価のないもの

同左

②時価のないもの

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産
定率法(大井川ショッ
ピングタウン グラン
リバーは定額法)を採
用しております。
ただし、平成10年４月
１日以降取得した建物
(建物附属設備は除く)
については定額法を採
用しております。
なお、主な耐用年数は
次のとおりでありま
す。

建物及び 

構築物
10～34年

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産
定率法(大井川ショッ
ピングタウン グラン
リバーは定額法)を採
用しております。
ただし、平成10年４月
１日以降取得した建物
(建物附属設備は除く)
については定額法を採
用しております。
なお、主な耐用年数は
次のとおりでありま
す。

建物及び 

構築物
10～34年

(会計方針の変更）
 法人税法の改正（（所得
税法等の一部を改正する法
律 平成19年３月30日 法律
第６号）及び（法人税法施
行令の一部を改正する政令 
平成19年３月30日 政令第83
号））に伴い、平成19年４
月１日以降に取得したもの
については、改正後の法人
税法に基づく方法に変更し
ております。
 これに伴い、前中間会計
期間と同一の方法によった
場合と比べ、営業損失、経
常損失及び税引前中間純損
失は、それぞれ４百万円増
加しております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

(2) 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(５年)に基づく定

額法

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

定額法

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等の特定債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基

づき計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残

存勤務期間内の一定の

年数(５年)による定額

法により、それぞれの

発生の翌事業年度から

費用処理しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年

度末において発生して

いると認められる額を

計上しております。

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残

存勤務期間内の一定の

年数(５年)による定額

法により、それぞれの

発生の翌事業年度から

費用処理しておりま

す。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく中間会計期間

末要支給額を計上して

おります。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上しております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについて

は、特例処理の要件を

満たしておりますの

で、特例処理を採用し

ております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

   ①ヘッジ手段

    金利スワップ

   ②ヘッジ対象

  借入金利息

(3) ヘッジ方針

借入金の金利変動リス

ク低減並びに金融収支

改善目的で金利スワッ

プ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個

別契約毎に行っており

ます。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

   ①ヘッジ手段

同左

   ②ヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 

 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

   ①ヘッジ手段

同左

   ②ヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

特例処理の要件を満た

している金利スワップ

については、有効性の

評価を省略しておりま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。 

なお、控除対象外消費税等

については、期間費用とし

ております。

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。  

 この結果、営業利益及び経常利益

は194百万円増加し、税引前中間純損

益は1,929百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

─────

 
(固定資産の減損に係る会計基準)

 当事業年度より、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。  

 この結果、営業損益及び経常利益

は377百万円増加し、税引前純損益は

2,824百万円減少しております。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。  

 これによる損益への影響はありま

せん。 

  なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は18,786百万円であ

ります。 

  中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により

作成しております。 

─────

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。  

 これによる損益への影響はありま

せん。 

  なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は16,981百万円であ

ります。 

  財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資

産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

(役員賞与に関する会計基準)

 当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号）を適用しておりま

す。  

 これによる損益への影響はありま

せん。 

─────

 

(役員賞与に関する会計基準)

 当事業年度より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号）を適用しております。  

 これによる損益への影響はありま

せん。 



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

(借地権の償却)

 借地権処理していた土地賃借のた

めに支出した一時金については、従

来、取得価額で資産計上し、退店時

に損失処理することとしておりまし

たが、当中間会計期間から賃貸借期

間で均等償却する方法に変更いたし

ました。  

 この変更は、当中間会計期間に経

営環境の変化に対応して、今後の店

舗の出店・退店政策の見直しを行っ

たことに伴い、経営実態をより適切

に反映した合理的な期間損益計算を

行い、かつ、財政状態の健全化を図

るためのものであります。  

 この変更に伴い、当中間会計期間

負担額５百万円は販売費及び一般管

理費に、過年度までにすでに経済的

効果が発現していると認められる金

額50百万円は特別損失に計上してお

ります。  

 この結果、従来の方法によった場

合に比べ、営業利益及び経常利益は

５百万円減少し、税引前中間純損益

は56百万円減少しております。 

─────

 

(借地権の償却)

 借地権処理していた土地賃借のた

めに支出した一時金については、従

来、取得価額で資産計上し、退店時

に損失処理することとしておりまし

たが、当事業年度から賃貸借期間で

均等償却する方法に変更いたしまし

た。  

 この変更は、当事業年度に経営環

境の変化に対応して、今後の店舗の

出店・退店政策の見直しを行ったこ

とに伴い、経営実態をより適切に反

映した合理的な期間損益計算を行

い、かつ、財政状態の健全化を図る

ためのものであります。  

 この変更に伴い、当事業年度負担

額11百万円は販売費及び一般管理費

に、過年度までにすでに経済的効果

が発現していると認められる金額50

百万円は特別損失に計上しておりま

す。  

 この結果、従来の方法によった場

合に比べ、営業損益及び経常利益は

11百万円減少し、税引前純損益は62

百万円減少しております。 

(受取協賛金)

 従来、営業外収益に計上していた

「受取協賛金」について、負担区分

が明確にされた部分に係る「販売

費」の見直しを行い、当中間会計期

間より対応する「販売費」の各科目

より控除する方法に変更いたしまし

た。  

 この変更は、販売政策の見直しに

伴い、近年受取協賛金が増加してお

り、かつ、当社の広告宣伝及び販売

促進に協賛する仕入先等の費用負担

分に相当するものであることが契約

等によって明確になったことによ

り、営業損益をより適正に表示する

ことを目的に行ったものでありま

す。  

 この結果、当中間会計期間の営業

利益は71百万円増加しております。

経常利益及び税引前中間純損益に対

する影響はありません。 

─────

 

(受取協賛金)

 従来、営業外収益に計上していた

「受取協賛金」について、負担区分

が明確にされた部分に係る「販売

費」の見直しを行い、当事業年度よ

り対応する「販売費」の各科目より

控除する方法に変更いたしました。 

 この変更は、販売政策の見直しに

伴い、近年受取協賛金が増加してお

り、かつ、当社の広告宣伝及び販売

促進に協賛する仕入先等の費用負担

分に相当するものであることが契約

等によって明確になったことによ

り、営業損益をより適正に表示する

ことを目的に行ったものでありま

す。  

 この結果、当事業年度の営業損益

は160百万円増加しております。経常

利益及び税引前当期純損益に対する

影響はありません。 



次へ 

表示方法の変更 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

        ──────── （中間貸借対照表）

前中間会計期間まで流動負債の「その他」に含めてお
りました「未払金」は負債及び純資産の合計額の100分
の５を超えたため、当中間会計期間より独立掲記しま
した。 
なお、前中間会計期間の流動負債「その他」に含まれ
る「未払金」は、2,417百万円であります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年８月20日)

当中間会計期間末
(平成19年８月20日)

前事業年度末 
(平成19年２月20日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、12,629百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、13,088百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、12,852百万円でありま

す。

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

投資その他 
の資産 
「その他」

1百万円

担保付債務は次のとおりであ

ります。

買掛金 20百万円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

投資その他
の資産 
「その他」

1百万円

担保付債務は次のとおりであ

ります。

買掛金 26百万円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

投資その他 
の資産 
「その他」

1百万円

担保付債務は次のとおりであ

ります。

買掛金 18百万円

※３ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

未払消費税等として表示して

おります。

４ コミットメントライン契約

3,000百万円を締結しており

ます。当中間会計期間末にお

ける借入実行残高はありませ

ん。

※３ 消費税等の取扱い

同左

     ─────

──────

４ コミットメントライン契約

3,000百万円を締結しており

ます。当事業年度末における

借入実行残高はありません。



(中間損益計算書関係) 

  

 

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

※１ 営業外収益の主なもの

受取利息 39百万円

受取配当金 45百万円

器具備品受贈益 36百万円

受取協賛金 29百万円

※１ 営業外収益の主なもの

受取利息 37百万円

受取配当金 50百万円

器具備品受贈益 28百万円

受取協賛金 12百万円

※１ 営業外収益の主なもの

受取利息 82百万円

受取配当金 50百万円

器具備品受贈益 74百万円

受取協賛金 44百万円

※２ 営業外費用の主なもの

支払利息 78百万円

※２ 営業外費用の主なもの

支払利息 89百万円

※２ 営業外費用の主なもの

支払利息 167百万円

※３ 特別利益の主なもの

貸倒引当金戻入

額
10百万円

※３ 特別利益の主なもの

投資有価証券売

却益
20百万円

※３ 特別利益の主なもの

貸倒引当金戻入

額
10百万円

 

※４ 特別損失の主なもの

減損損失 2,124百万円

固定資産除却損

建物 6百万円

その他 7百万円

計 14百万円

 

※４ 特別損失の主なもの

関係会社株式評
価損

19百万円

固定資産除却損

建物 21百万円

その他 7百万円

計 28百万円

※４ 特別損失の主なもの

減損損失 3,201百万円

閉店損失 560百万円

固定資産除却損

建物 27百万円

その他 28百万円

計 55百万円

 

 

※５ 減損損失

当中間会計期間において、以

下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。

(1)減損損失を認識した資産グル

ープの概要

用途 種類 場所 金額

店舗 建物等
静岡県 
(21件)

765百万円

店舗 建物等
神奈川県 
(25件)

844百万円

店舗 建物等
東京都他 
(11件)

375百万円

遊休 
資産

土地
静岡県 
(2件)

139百万円

(2)減損損失の認識に至った経緯

店舗における営業活動から生

ずる損益が継続してマイナス

または継続してマイナスとな

る見込みである資産グループ

および土地等の時価の下落が

著しい資産グループについて

は、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上

いたしました。

(3)減損損失の金額

種類 金額

建物 1,162百万円

土地 139百万円

その他 507百万円

リース資産 316百万円

合計 2,124百万円

      ─────

 

 

※５ 減損損失

当事業年度において、以下の

資産グループについて減損損

失を計上いたしました。

(1)減損損失を認識した資産グル

ープの概要

用途 種類 場所 金額

店舗 建物等
静岡県 
(24件)

843百万円

店舗 建物等
神奈川県 
(35件)

1,597百万円

店舗 建物等
東京都他 
(17件)

621百万円

遊休
資産

土地
静岡県 
(2件)

139百万円

(2)減損損失の認識に至った経緯

店舗における営業活動から生

ずる損益が継続してマイナス

または継続してマイナスとな

る見込みである資産グループ

および土地等の時価の下落が

著しい資産については、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上いたしま

した。

(3)減損損失の金額

種類 金額

建物 1,541百万円

土地 581百万円

その他 649百万円

リース資産 429百万円

合計 3,201百万円



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

(4)資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として、店舗を基

本単位とし、遊休資産につい

ては物件単位ごとにグルーピ

ングしております。

(5)回収可能価額の算定方法

資産グループの回収可能価額

は正味売却価額または使用価

値により測定しております。

正味売却価額は、土地につい

ては不動産鑑定士による不動

産鑑定評価基準を基に算定し

た金額により、その他の固定

資産については取引事例等を

勘案した合理的な見積りによ

り評価しております。

(4)資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として、店舗を基

本単位とし、遊休資産につい

ては物件単位ごとにグルーピ

ングしております。

(5)回収可能価額の算定方法

資産グループの回収可能価額

は土地については、正味売却

価額により測定しており、不

動産鑑定士による不動産鑑定

評価基準を基に算定した金額

により評価しております。ま

た、その他の資産について

は、使用価値により測定して

おりますが、将来キャッシ

ュ・フローがマイナスである

ため、回収可能価額を零とし

て評価しております。

※６ 法人税等の表示方法

当中間会計期間における税金

費用については、簡便法によ

り計算しているため、法人税

等調整額は「法人税、住民税

及び事業税」に含めて表示し

ております。

※６ 法人税等の表示方法

同左

──────

 

 ７ 減価償却実施額

有形固定資産 434百万円

無形固定資産 178百万円
 

 ７ 減価償却実施額

有形固定資産 456百万円

無形固定資産 187百万円
 

 ７ 減価償却実施額

有形固定資産 988百万円

無形固定資産 374百万円



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)普通株式の自己株式の株式数の増加560株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

当中間会計期間（自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)普通株式の自己株式の株式数の増加1,460株及び減少400株は、単元未満株式の買取り・買増しに
よる増加・減少であります。 

  

前事業年度（自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)普通株式の自己株式の株式数の増加1,600株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

  

  

株式の種類 前事業年度末株式
数(株)

当中間会計期間増
加株式数(株)

当中間会計期間減
少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

自己株式

 普通株式(注) 9,528 560 ─ 10,088

合計 9,528 560 ─ 10,088

株式の種類 前事業年度末株式
数(株)

当中間会計期間増
加株式数(株)

当中間会計期間減
少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

自己株式

 普通株式(注) 11,128 1,460 400 12,188

合計 11,128 1,460 400 12,188

株式の種類 前事業年度末株式
数(株)

当事業年度増加株
式数(株)

当事業年度減少株
式数(株)

当事業年度末株式
数(株)

自己株式

 普通株式(注) 9,528 1,600 ─ 11,128

合計 9,528 1,600 ─ 11,128



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

取得
価額
相当額
(百万円)

減価
償却

累計額
相当額
(百万円)

減損
損失
累計額
相当額
(百万円)

中間
期末
残高

相当額
(百万円)

建物 118 19 ─ 98

そ の 他
(機械及
び装置)

266 175 10 79

そ の 他
(器具及
備品)

2,830 1,175 252 1,402

そ の 他
(ソフト
ウエア)

191 28 ─ 163

合計 3,405 1,399 263 1,743

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

取得
価額
相当額
(百万円)

減価
償却

累計額
相当額
(百万円)

減損
損失
累計額
相当額
(百万円)

中間
期末
残高

相当額
(百万円)

建物 118 25 ─ 92

そ の 他
(機械及
び装置)

221 119 4 97

そ の 他
(器具及
備品)

2,698 1,167 223 1,307

そ の 他
(ソフト
ウエア)

197 46 17 133

合計 3,234 1,358 245 1,630

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額及び期末残高

相当額

取得
価額

相当額
(百万円)

減価
償却
累計額
相当額
(百万円)

減損
損失

累計額
相当額
(百万円)

期末
残高
相当額
(百万円)

建物 118 22 ─ 95

そ の 他
(機械及
び装置)

244 119 7 117

そ の 他
(器具及
備品)

2,602 949 309 1,343

そ の 他
(ソフト
ウエア)

192 39 7 144

合計 3,157 1,131 325 1,700

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等

未経過リース料中間期末残高
相当額

１年以内 568百万円

１年超 1,265百万円

合計 1,834百万円

リース資産減損勘定の中間期
末残高

215百万円

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等

未経過リース料中間期末残高
相当額

１年以内 559百万円

１年超 1,135百万円

合計 1,695百万円

リース資産減損勘定の中間期
末残高

196百万円

 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額等

未経過リース料期末残高相当
額

１年以内 554百万円

１年超 1,209百万円

合計 1,763百万円

リース資産減損勘定の期末残
高

250百万円

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 346百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

59百万円

減価償却費相当額 304百万円

支払利息相当額 42百万円

減損損失 275百万円

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 351百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

53百万円

減価償却費相当額 309百万円

支払利息相当額 42百万円

減損損失 ─百万円

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 690百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

109百万円

減価償却費相当額 605百万円

支払利息相当額 84百万円

減損損失 359百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



前へ 

 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間(自平成18年２月21日 至平成18年８月20日)、当中間会計期間(自平成19年２月21

日 至平成19年８月20日)及び前事業年度(自平成18年２月21日 至平成19年２月20日)のいずれにお

いても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース契約

  未経過リース料

１年以内 381百万円

１年超 1,968百万円

合計 2,349百万円

２ オペレーティング・リース契約

  未経過リース料

１年以内 585百万円

１年超 3,392百万円

合計 3,977百万円

２ オペレーティング・リース契約

  未経過リース料

１年以内 466百万円

１年超 2,393百万円

合計 2,860百万円



(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自平成18年２月21日 至平成18年８月20日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自平成19年２月21日 至平成19年８月20日) 

（株式移転による経営統合について） 

当社と株式会社アインファーマシーズ（以下、「アインファーマシーズ」といいます）は、平成19

年10月５日開催の取締役会決議に基づき、株式移転により両社の完全親会社となる共同持株会社を設

立し、経営統合することにつき、基本合意いたしました。また、平成19年11月６日開催の両社取締役

会決議に基づき同日株式移転計画書を作成し、株式移転契約を締結いたしました。なお、当該株式移

転による共同持株会社設立につきましては平成20年１月下旬開催予定のそれぞれの株主総会において

の承認を前提としております。 

１．株式移転による経営統合の目的 

両社は、今後高度な専門性が求められるヘルスケア業界において、本経営統合を通じて予防から医療

まで一環したお客様にとって付加価値の高いサービスを提供してまいります。また、両社の培ってきた

事業ノウハウを共有することにより、トータルヘルスケアのリーディングカンパニーとして地域に密着

したかかりつけ薬局の展開を推進し、国民医療分野での貢献の一端を担いつつ、統合によるスケールメ

リットを活かした効率的な経営により企業価値の 大化を目指し、両社一丸となって邁進してまいりま

す。 
  

２．株式移転の要旨 

(1)株式移転の日程 

平成19年10月５日    株式移転基本合意書締結 

平成19年11月６日    株式移転契約書及び株式移転計画書承認取締役会 

平成19年11月６日    株式移転契約締結、株式移転計画書作成 

平成19年11月７日    臨時株主総会基準日公告日 

平成19年11月22日        臨時株主総会基準日 

平成19年12月上旬（予定）臨時株主総会提出議案承認取締役会 

平成20年１月下旬（予定）株式移転計画書承認臨時株主総会 

平成20年３月26日（予定）上場廃止日 

平成20年４月１日（予定）共同持株会社設立登記日及び効力発生日 

平成20年４月１日（予定）共同持株会社株式上場日 

平成20年５月下旬（予定）共同持株会社株券交付日 



(2)株式移転比率 

当社の普通株式１株に対して共同持株会社普通株式0.30株を、アインファーマシーズの普通株式１

株に対して共同持株会社普通株式1.25株をそれぞれ割当て交付いたします。  

 なお、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、両社協議の

上変更することがあります。  

 両社は、本株式移転に用いられる株式移転比率の算定にあたって公正性を期すため、当社はPwCア

ドバイザリー株式会社（以下「PwCA」といいます）に、アインファーマシーズはアビームM&Aコンサ

ルティング株式会社（以下「AMC」といいます）に、それぞれ株式移転比率の算定を依頼し、株式移

転比率算定書を受領いたしました。  

 当社はPwCAによる株式移転比率の算定結果を参考に、アインファーマシーズはAMCによる株式移転

比率の算定結果を参考に、それぞれの財務状況、将来見通し等の要因を総合的に勘案し、両社で株式

移転比率について慎重に協議を重ねた結果、 終的に上記の株式移転比率が妥当であるとの判断に至

り合意いたしました。  
  

(3)算定機関との関係 

PwCA及びAMCは、当社又はアインファーマシーズの関連当事者に該当いたしません。 
  

(4)アインファーマシーズ発行の新株予約権等に関する取扱い 

アインファーマシーズがストックオプションの目的で発行している、平成13年改正前の旧商法第

280条ノ19に基づく新株予約権方式のストックオプション（平成13年７月27日定時株主総会決議に基

づき発行）については、会社法上、株式移転に際して共同持株会社の新株予約権に切り替えることが

できないと解釈されていることから、当該新株引受権方式のストックオプション発行要項の記載に則

り、アインファーマシーズの取締役会決議により行使期間を合理的に制限することとし、本株式移転

の日以前である平成20年２月29日までに行使していない新株引受権につきましては失効するものとい

たします。  

 また、同社の平成13年改正後の旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく新株予約権方式のスト

ックオプション（平成14年７月30日定時株主総会決議に基づき発行）については、当該新株予約権者

に対し、その保有する当該新株予約権に代わる共同持株会社の新株予約権を交付いたします。  

 なお、当社は新株予約権を発行しておりません。  
  

(5)共同持株会社の上場申請に関する事項 

両社は、新たに設立する共同持株会社の株式について、東京証券取引所に新規上場申請を行う予定

です。上場日は、東京証券取引所の規則等に基づいて決定されますが、共同持株会社設立登記日であ

る平成20年４月１日を予定しております。なお、本株式移転に伴い、当社株式及びアインファーマシ

ーズ株式は平成20年３月26日に東京証券取引所及びジャスダック証券取引所への上場がそれぞれ廃止

となる予定です。 
  

(6)完全子会社となる会社の剰余金の配当について 

当社は、平成20年３月31日を基準日として、平成19年８月21日から平成20年３月31日までの期間に

対応する配当を実施する予定です。  

 また、アインファーマシ－ズは、平成20年３月31日を基準日として、平成19年５月１日から平成20

年３月31日までの期間に対応する配当を実施する予定です。 



３．株式移転の当事会社の概要 

 
(注)上記は、両社の 終決算期における数値を記載しております。両社の 終決算日は、当社は平成

19年２月20日、アインファーマシーズは平成19年４月30日であります。 

(1) 商号 株式会社ＣＦＳコーポレーション 株式会社アインファーマシーズ

(2) 事業内容
商品小売業：ドラッグストア事業、 医薬事業：調剤薬局の経営等

            スーパーマーケット事業等 物販事業：ドラッグストア経営等

(3) 設立年月日 昭和22年9月1日 昭和44年8月2日

(4) 本店所在地

静岡県三島市広小路町13番４号

札幌市東区東苗穂５条１丁目２番１号(登記上の本店所在地であり、実際の業務
は、横浜市港北区で行っております。)

(5) 代表者
代表取締役会長兼社長 代表取締役社長

石田 健二 大谷 喜一

(6) 資本金 5,660百万円 3,395百万円

(7)
発行済株式総数

29,911,678株 11,359,456株
(平成19年11月5日現在)

(8) 純資産(連結) 17,497百万円 11,326百万円

(9) 総資産(連結) 51,970百万円 49,849百万円

(10)事業年度の末日 2月20日 4月30日

(11)従業員数(連結) 1,551人 1,947人

(12)主要取引先 一般顧客 一般顧客

(13)大株主及び持株比率

イオン㈱ 15.01% 大谷 喜一 16.73%

㈱イシダ 5.86% 丸紅㈱ 13.16%

ＣＦＳ共栄会 4.00% 今川 美明 10.96%

スルガ銀行㈱ 3.74%
ステート ストリート バン
ク アンド トラスト カンパ
ニー

7.68%

石田 健二 3.36% ㈱北海道銀行 4.82%

(14)主要取引銀行

スルガ銀行㈱ ㈱北海道銀行

㈱三井住友銀行 ㈱北洋銀行

㈱静岡銀行 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行

(15)当事会社間の関係等

資本関係 該当事項はありません。

人的関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。



４．株式移転により新たに設立する会社の状況 

 
  

前事業年度(自平成18年２月21日 至平成19年２月20日) 

該当事項はありません。 

(2) 【その他】 

平成19年８月10日開催の取締役会において、第61期の中間配当については、これを行わない旨を決議

いたしました。 

  

(1) 商号 株式会社ＣＦＳアインホールディングス（仮称）

(2) 事業内容 子会社及びグループの経営管理並びにそれに付帯する業務

(3) 本店所在地 東京都新宿区

(4)
代表者及び役員の就
任予定

代表取締役会長 石田 健二
現当社

代表取締役会長兼社長

代表取締役社長 大谷 喜一
現アインファーマシーズ

代表取締役社長

取締役相談役 今川 美明
現アインファーマシーズ

代表取締役会長

取締役 松岡 健二
現当社

取締役副社長

取締役 石田 岳彦
現当社

取締役副社長

取締役 君澤 安生
現当社

取締役

取締役 武市 守弘
現当社

取締役

取締役 南雲 正
現アインファーマシーズ

代表取締役副社長

取締役 加藤 博美
現アインファーマシーズ

専務取締役

取締役 川井 淳一
現アインファーマシーズ

専務取締役

常勤監査役 佐々木 英雄
現当社

常勤監査役

常勤監査役 濱中 敏雄
現㈱ホールセールスターズ

常務取締役

監査役（社外） 大木 章八
現当社

監査役（社外）

監査役（社外） 野田 靖明
現当社

監査役（社外）

監査役（社外） 三宅 秀夫 公認会計士

(5) 資本金 5,000百万円

(6) 純資産（連結） 未定

(7) 総資産（連結） 未定

(8) 事業年度の末日

3月31日
なお、完全子会社となる当社及びアインファーマシーズの決算期を３
月31日に変更することとし、平成20年１月下旬開催の臨時株主総会に
て付議する予定です。

(9) 会計処理の概要

本株式移転は、企業結合会計基準における「取得」に該当するため、
パーチェス法を適用することが見込まれており、その場合、会計上の
被取得会社である当社及びその子会社の資産及び負債は、共同持株会
社の連結財務諸表上において時価で計上されることになります。

 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(１) 有価証券報告書      事業年度    自 平成17年２月21日   平成19年３月30日 
   の訂正報告書    （第59期）  至 平成18年２月20日   関東財務局長に提出 

  
(２) 有価証券報告書      事業年度    自 平成18年２月21日   平成19年５月17日 
   及びその添付書類  （第60期）  至 平成19年２月20日   関東財務局長に提出 
  
(３) 臨時報告書         金融商品取引法第24条の５第４項及      平成19年10月５日 
                     び企業内容等の開示に関する内閣府      関東財務局長に提出 
                        令第19条第２項第６号の３（株式移 
                        転）の規定に基づくもの  

  
(４) 臨時報告書の       （３）臨時報告書に係る訂正報告書     平成19年11月６日 
   訂正報告書        であります。                関東財務局長に提出 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

 

株式会社ＣＦＳコーポレーション 

取締役会 御中 

  
 

   

   

   

  

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＣＦＳコーポレーションの平成18年２月21日から平成19年２月20日までの連結会計年度の中

間連結会計期間(平成18年２月21日から平成18年８月20日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社ＣＦＳコーポレーション及び連結子会社の平成18年８月20日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年２月21日から平成18年８月20日まで)の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

  追記情報    

(1) 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る

会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。  

(2) 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は借地権処理していた土地賃借のために支出した一

時金について、従来、取得価額で資産計上し、退店時に損失処理することとしていたが、当中間連

結会計期間から賃貸借期間で均等償却する方法に変更した。  

(3) 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、従来、営業外収益に計上していた「受取協賛

金」について、負担区分が明確にされた部分に係る「販売費」の見直しを行い、当中間連結会計期

間より対応する「販売費」の各科目より控除する方法に変更した。 
  
 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

  

    平成18年11月13日

公認会計士桜友共同事務所

公認会計士  吉  野  昌  年  ㊞

公認会計士  中  市  俊  也  ㊞

公認会計士  石  井  和  人  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

 

株式会社ＣＦＳコーポレーション 

取締役会 御中 

  
 

   

   

   

  

 私たちは、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社ＣＦＳコーポレーションの平成19年２月21日から平成20年２月20日までの連結会計

年度の中間連結会計期間(平成19年２月21日から平成19年８月20日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たち

の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社ＣＦＳコーポレーション及び連結子会社の平成19年８月20日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年２月21日から平成19年８月20日まで)の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

  注記事項(重要な後発事象)に記載されているとおり、会社は平成19年11月６日に株式会社アインファー

マシーズと株式移転により両社の完全親会社を設立し経営統合することにつき、株式移転契約を締結し

た。 

  

  会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 
  

     平成19年11月14日

公認会計士桜友共同事務所

公認会計士   藤    枝    宗    明  ㊞

公認会計士  中  市  俊  也  ㊞

公認会計士  石  井  和  人  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

 

株式会社ＣＦＳコーポレーション 

取締役会 御中 

  
 

   

   

   

  

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＣＦＳコーポレーションの平成18年２月21日から平成19年２月20日までの第60期事業年度の

中間会計期間(平成18年２月21日から平成18年８月20日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ＣＦＳコーポレーションの平成18年８月20日現在の財政状態及び同日をもって終

了する中間会計期間(平成18年２月21日から平成18年８月20日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

  

  追記情報    

(1) 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計

基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。  

(2) 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は借地権処理していた土地賃借のために支出した一

時金について、従来、取得価額で資産計上し、退店時に損失処理することとしていたが、当中間会

計期間から賃貸借期間で均等償却する方法に変更した。  

(3) 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、従来、営業外収益に計上していた「受取協賛

金」について、負担区分が明確にされた部分に係る「販売費」の見直しを行い、当中間会計期間よ

り対応する「販売費」の各科目より控除する方法に変更した。 
  
 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

    平成18年11月13日

公認会計士桜友共同事務所

公認会計士  吉  野  昌  年  ㊞

公認会計士  中  市  俊  也  ㊞

公認会計士  石  井  和  人  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

 

株式会社ＣＦＳコーポレーション 

取締役会 御中 

  
 

   

   

   

  

 私たちは、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社ＣＦＳコーポレーションの平成19年２月21日から平成20年２月20日までの第61期事

業年度の中間会計期間(平成19年２月21日から平成19年８月20日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ＣＦＳコーポレーションの平成19年８月20日現在の財政状態及び同日をもって終

了する中間会計期間(平成19年２月21日から平成19年８月20日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

  注記事項(重要な後発事象)に記載されているとおり、会社は平成19年11月６日に株式会社アインファー

マシーズと株式移転により両社の完全親会社を設立し経営統合することにつき、株式移転契約を締結し

た。 

  

  会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

  

    平成19年11月14日

公認会計士桜友共同事務所

公認会計士  藤    枝    宗    明  ㊞

公認会計士  中  市  俊  也  ㊞

公認会計士  石  井  和  人  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/76
	pageform2: 2/76
	form1: EDINET提出書類  2007/11/19 提出
	form2: 株式会社ＣＦＳコーポレーション(431150)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/76
	pageform4: 4/76
	pageform5: 5/76
	pageform6: 6/76
	pageform7: 7/76
	pageform8: 8/76
	pageform9: 9/76
	pageform10: 10/76
	pageform11: 11/76
	pageform12: 12/76
	pageform13: 13/76
	pageform14: 14/76
	pageform15: 15/76
	pageform16: 16/76
	pageform17: 17/76
	pageform18: 18/76
	pageform19: 19/76
	pageform20: 20/76
	pageform21: 21/76
	pageform22: 22/76
	pageform23: 23/76
	pageform24: 24/76
	pageform25: 25/76
	pageform26: 26/76
	pageform27: 27/76
	pageform28: 28/76
	pageform29: 29/76
	pageform30: 30/76
	pageform31: 31/76
	pageform32: 32/76
	pageform33: 33/76
	pageform34: 34/76
	pageform35: 35/76
	pageform36: 36/76
	pageform37: 37/76
	pageform38: 38/76
	pageform39: 39/76
	pageform40: 40/76
	pageform41: 41/76
	pageform42: 42/76
	pageform43: 43/76
	pageform44: 44/76
	pageform45: 45/76
	pageform46: 46/76
	pageform47: 47/76
	pageform48: 48/76
	pageform49: 49/76
	pageform50: 50/76
	pageform51: 51/76
	pageform52: 52/76
	pageform53: 53/76
	pageform54: 54/76
	pageform55: 55/76
	pageform56: 56/76
	pageform57: 57/76
	pageform58: 58/76
	pageform59: 59/76
	pageform60: 60/76
	pageform61: 61/76
	pageform62: 62/76
	pageform63: 63/76
	pageform64: 64/76
	pageform65: 65/76
	pageform66: 66/76
	pageform67: 67/76
	pageform68: 68/76
	pageform69: 69/76
	pageform70: 70/76
	pageform71: 71/76
	pageform72: 72/76
	pageform73: 73/76
	pageform74: 74/76
	pageform75: 75/76
	pageform76: 76/76


